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ガバナンスに関する方針・考え方 コーポレートガバナンス リスクマネジメント プライバシー&データ保護 コンプライアンス公正取引委員会からの勧告に関する取り組み
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取り組み

・ インフレ等によるコスト上昇に対する取引先の経済的負担
を軽減する対応を迅速化

・ 割戻金制度を撤廃し、メーカーが取引先の現場でともにコス
ト競争力を高める

・ 開発費の別建て払いなど、台数の変動に伴う取引先の経済
的負担を軽減する措置を拡充

・ お取引先からの相談・通報を受け付ける仕組みを社外に設置

・ パートナーシップ改革推進室をCEO直下に設置し、積極的
にすべてのお取引先に対し、困りごとや要望をうかがい、協

議・対応、改善につなげていく

お取引先専用
ホットライン (社外)

コンプライアンス
オフィス 監査委員会パートナーシップ

改革推進室
パートナーシップ

委員会

購買が窓口
主要お取引先中心

既存の相談チャネル

関連部署（経理、人事、ISなど）

モノづくり各部改革推進事務局

開発 生産 アフター
セールス購買 ・・・

： 新設

： 対象拡大

凡例

報告・提案
指示・監督

報告・相談

情報連携

お取引先
（パートナー）

ラウンドテーブル・個別訪問
（要望・困りごとを吸い上げ）

改善方策実施
指示・サポート

相談・通報　＊匿名も可
（法令違反疑義案件、クレームを受付け）

提言

公正取引委員会からの勧告に関する取り組み公正取引委員会からの勧告に関する取り組み
当社は公正取引委員会から、下請代金支払遅延等防止法（以下、下請法）の適用対象となる事業者との取引に関して、下請法に基づく勧告を受けました。本勧告において下請代金の減額に該当する

と判断された割戻金の総額は、2021年1月から2023年4月までの約30億円です。当社は、既に、下請事業者に対して、下請代金の減額に該当すると判断された金額を返金するとともに、割戻金の
運用も廃止いたしました。当社はこのことを大変重く受けとめ、パートナーからの信頼を回復すべく取り組みを進めています。
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